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 この論文では、４つの手法を用いて、立地－数量競争分析においての基本的な性質を明

らかにしている。それらの手法とは、製品差別化を読み込んだ需要曲線を用いた分析、円

環市場に企業が３社以上存在するときの均衡分析、円環市場で４社が競争するときの均衡

比較分析、そして線形市場における厚生分析である。 

Hotelling (1929) が立地競争モデルを構築した以降、均衡において企業が集積するか分

散するかということがこの分野での重要な論題となった。Hotelling は企業の戦略変数を

立地のみにした結果、企業が集積することを示した。しかし、企業が立地のみ戦略を変え

られるという仮定は非現実的とされた。その後、企業が立地した後に価格競争をする立地

－価格モデルが開発され、今でも寡占理論においての基本モデルとされている。ここでの

結論は Hotelling と逆、つまり均衡において企業は分散するというものであった。 

 一般に寡占モデルにおいては、数量競争と価格競争のどちらが起こるかは市場の性質に

よってきまり、両方を同様に分析することが重要視されている。しかし、立地競争に関し

ては、数量モデルはほとんど分析されていなかった。その後 Anderson and Neven (1991) 

（以下ＡＮ）によって立地－数量分析が始まったといえる。このモデルでは、線形市場に

おいて、二企業が第一期に立地し、それを基に第二期に数量競争を行う。輸送費は企業が

払い、距離に比例する。ここでの結論はまた Hotelling と同様になり、企業は集積すると

いうものであった。 

 その後、Pal (1998) がＡＮの結論は市場の形状に依存するということを示した。ＡＮは

線形市場を仮定して、集積を導いた。Pal は立地－数量競争モデルにおいて、円環市場を

仮定すると企業の分散が起こることを示した。また、立地－価格競争モデルでは線形市場

と円環市場の両方において企業の分散が起こることから、Pal は円環市場においては必ず

企業の分散が起こると結論付けた。 

 これらの結果を元に、本論文では立地－数量モデルの基本的な性質についての研究を行

った。まず２章において、立地－数量競争モデルにおける製品差別化についての研究を行

った。立地モデルは製品差別化も説明できるものとして考えられてきたが、立地－数量モ

デルを使うことにより、元来の解釈である立地競争の概念を損なうことなしに製品差別化

を取り入れることが出来た。そこで、立地競争分析で一般に使われる線形市場と円環市場

を採り、製品差別化を含蓄する逆需要関数を用いた上で、既存論文にある製品差別化の無

い状態との比較を複占モデルで考えた。これにより以下の結果が得られた。 

 円環市場においては財の性質により企業の均衡における行動が変わる。財が代替的な時

は立地の分散が起こり、補完的なときは集積立地が均衡で現れる。しかし、線形市場にお

いては財の性質にかかわらず集積のみが均衡として実現される。この結果は立地効果と戦

略効果という二つの要因に帰着が出来る。立地効果とは市場の形状により、立地に最適な

点が存在するかを示す。円環市場ではこれは無く、線形市場では輸送費最小となる線分の



中点に立地する誘引を企業に与える。戦略効果は企業同士の相互効果において最適な点が

存在するかを示す。ここでは財の性質によって均衡行動が変わってくる。円環市場におい

ては戦略効果のみが存在し、線形市場においては両方存在するも、戦略効果を立地効果が

常に上回り、上記のような均衡の結果が現れる。以上により、本論文は立地効果と戦略効

果が立地－数量競争分析において重要な役割を果たすことを示した。 

 ３章では、円環市場における均衡分析を行った。Pal では企業数が２のケースまでしか

分析されなかったが、それを拡張し、一般の企業数ｎでの設定を考えた。多企業の均衡分

析は Pal が前述の論文において、各企業が均衡に離れることが唯一であるという推論のみ

を立てていた。それに対して Matsushima (2001)にて、企業数が４のケースでそうではな

い均衡の存在が示された。３章は均衡には大きく分けて四つのパターンがある事を示し、

それらが成立する条件を導出した。それらのパターンは Pal の推論と Matsushima の均衡

パターンを部分集合として含んでいる。これにより、線形市場で見られた全企業の集積が

起こらないこと、そして立地－価格競争では見られなかった部分的な集積が起こりうるこ

とを示した。 

 ４章では、４企業存在するときの均衡のうち、上記の Pal と Matsushima の均衡を取り

上げ、均衡比較分析を行った。また、ここでは先行研究にあった線形の輸送費用（輸送費

用が距離に比例する）という仮定を緩め、凹凸性を認めた。現実には輸送費用は非線形で

あることが多く見られる。例えば、徒歩や自転車での輸送は疲労がたまるため限界費用が

距離に応じて増えていくが、飛行機での輸送は、費用が離着陸のときに多く掛かり、飛行

中の時の費用は相対的に低いため、限界費用は距離に応じて減っていく。よって、非線形

の輸送費用を考えることにより、モデルの現実性を高めた。結論として、まず均衡の成立

する輸送費用のパラメータの範囲は Pal には制限が無かったことに対し、Matsushima に

は凹凸どちらかにでも偏りすぎているときには均衡にならないことを示した。また、四企

業が逐次的に立地を決めるという設定の下では、Pal は必ずサブゲーム完全均衡になって

いるが、Matsushima は輸送費用が線形である場合のみにサブゲーム完全均衡になっている

ことがわかった。よって、これらの２つの概念において、Pal の均衡パターンは Matsushima 

の均衡パターンと比較して、より頑強な均衡であるということを示した。また、厚生分析

も行った。両タイプの厚生水準は線形の輸送費用では一致するが、少しでも凹凸性が見ら

れると、Pal タイプの方の厚生水準が高くなることが示された。 

 ５章では線形市場モデルにおける厚生分析を行った。先行研究は均衡分析のみで厚生分

析は全く行われておらず、政策提言を行うためにはこの分析は不可欠のものである。ここ

では、先行研究での消費者の分布が一様であるとの仮定をより一般化し、対称性のみを仮

定した。その結果、消費者余剰の観点においては企業が中央集積をすることが、どのよう

な消費者の分布に対しても必ず望ましいことを示した。他方、生産者余剰については必ず

しもそうではなく、また、双方を含めた社会余剰の観点から考えると、中央集積に対する

各企業の私的誘因が、集積による混雑効果がなくとも過剰になることを示した。また、以

上は複占モデルで考えたが、一般企業数ｎの場合も考えた。線形の均衡はＡＮが示したよ

うに一様分布ならｎ企業の場合でも中央集積になる。５章では、中央集積が社会厚生を最

大にするための、分布に対する必要条件を導出することが出来た。 

 以上の４通りの分析により、立地－数量競争分析の基本的な性質がより明確になったと

言える。 
 


